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等である。   










1 本研究は日本学街振興会平成21年産科学研究野補助金基盤研究職課題番号21530311による研究成果の一部である。  
2 最高裁判所は．貸金業の規制等に関する法律43条（みなし弁済規定）について，利息制限法に定める制限利息を超過する利   
息を支払うことが事実上強制される場合は「任意に支払った」とは言えず，有効な利息の支払とみなすことはできないとし，  
「制限遥遠の約定金利を支払わないと期限の利益を失うとの特約による支払に任慧性は認められない」とする判断を下した（06   
年1月）。06年1月の最高裁判決以降「過払い金返還請求」訴訟によって利息過払金の返還詣求が愚発的に増加した。   
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←利息制限法における上限金利   
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の議論も十分ではなかった。   






（2）税金を投入する公共政策として，定額給付金の給付の経済効果。   
2．分析手法  
具体的には，産業連関表については総務省統計局ホームページF平成17年（2005年）産業連関表  
（確報）』と北海道開発局（2004）『平成12年北海道産業連関表 33部門北海道産業連関表及び各種  






















3 大阪府商工労烏部金融重貸金業対策課r貸金業者等動向調査率菜報告軌平成22年3月31日http：／／www．pref．osaka．jp／  
attach／1917／00034733／doukoutyousakekka．pdfを参照した。   
なお，大阪府については，く調査期間〉2010年2月12日紛～2月15日間で，データが更新され公表されている。その他にも，  
平成22年4月30日金融庁「貸金業利用者に対する意設調査」，及び「貸金業者実態アンケート結果」の公表について日本貸金  
粟協会の各種アンケート調査http：／／www，fsa．go．jp／news／21／kinyu／20100430－3．htm］，などが利用できる。   
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表3  




遊興費・娯楽費   
旅行ルジャ十帥⊆≡ヨ  



























掛けて，総量規制の係数のベースとした。   
また，北海道を分析するための数値の導出は，2005年度を基準に全国のGDPの3．82％，2006年  
4 平成22年4月30日金融庁「貸金業利用者に対する意識調査」及び「貸金業者実態アンケート結果」の公表について r貸金  
業利用者に対する意識調査2010年3月24日～26日｝く調査結果報告℡〉【図表10】総量規制抵触者比率，http：／／www．fsa．go．  
jp／news／21／kinyu／20100430－3／01．pdf   
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表4   
費   目   
按分比（合計100％  
按分比   に直した値）   
備   考   
この按分比の（1／3）を，03食料品の按分比，  
この按分比の（1／3）を，22不動産の按分比，  
生活野の補てん（食許など）   
この按分比の（1／3）を，  
38．9  0．180594243     18電力・ガス・熟供給，19水道・廃棄物  
処理，24通信・放送，に（1／3）ずつ等分に分  
けた値をそれぞれの按分比とする   
物品購入   31．5  0．146239554  20 商業の按分比とする   
その他の借金返済   19．1  0．088672238  32 分類不明の按分比とする   
遊興費・娯楽費   17．5  0．081244197  30 対個人サービスの按分比とする   
この按分比を半々にして，  
旅行・レジャー費用   16．8  0．077994429   23運輸30対個人サービス，それぞれの  
按分比とする   
外食費・飲み代   16．4  0．076137419  30 対個人サービスの按分比とする   
パチンコや競馬などのギャンブル費  14．1  0．06545961   30 対個人サービスの按分比とする   
お小遣いへの補てん   13．3  0．06174559   32 分類不明の按分比とする   
事業資金の補てん   10  0．046425255  32 分類不明の按分比とする   
住宅ローン・自動車ローンへの充当  7．4  0．034354689  32 分類不明の按分比とする   
医療費   
27医療・保険・社会保障・介護の按分比と  
7．4  0．034354689   する   
子供の教育費   5．9  0．027390901  26 教育・研究の按分比とする   
この按分比を半々にして，  
引っ越し代（敷金・礼金を含む）   5．6  0．025998143   22不動産23運輸，それぞれの按分比と  
する   
冠婚葬祭費   5  0．023212628  30 対個人サービスの按分比とする   
その他   5．8  0．026926648  32 分類不明の按分比とする   
無回答   0．7  0．003249768  32 分類不明の按分比とする   












基準日において65歳以上の者及び18歳以下の者については20，000円）とした。   
ここでは，国立社会保障・人口問題研究所編（2009）「都道府県別の男女別年齢5歳階級別人口推   
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計結果のほか，推計結果の一部を都道府県別一覧表にしたものを含む」『日本の都道府県別将来推計  
人口』（平成19年5月推計）5の平成22年推計データを利用して北海道の基準日のデータを推計し  
た。   
さらに，15歳から19歳の人口データが1つの階級データとなっているので，これを各年齢に均等  







月72．2％，10月～12月52．0％の平均値をもとに0．63をここで利用する消費性向とした。   
次に，北海道の給付総額を求めた。2万円給付対象者は2，204，886人，給付額は4，409，773万円，  
1．2万円給付対象者は3，338，670人，給付額は6，677，339万円，従って北海道における総給付額は  
11，087，112万円となる。   
そこで，最終消費にまわる金額は消費性向と総給付額の積から求められる。今回の定額給付は一  
過性であるため通常の最終消費の増加額となる。すなわち698．8576億円となる。   
最終消費財を利用する産業連関表の計数値に則して消費コンバーターを作り，それを利用して自  
動的に按分した。   
3．分析結果  
3．1上限金利規制の経済効果   
日本全体の上限金利の影響は名目GDP成長率で換算すると，2006年度マイナス0．22％，2007年  
度マイナス0．49％，2008年度マイナス0．45％となる。経済の落ち込みに対する新規失業者数は2006  
年度約15万人，2007年度約34万人，2008年度約32万人である。   
北海道における上限金利規制の影響は，2006年マイナス0．14％，2007年度マイナス0．30％，2008  
年度マイナス0．28％と2008年まで名目GDPベースで毎年平均0．24％も景気を引き下げ，失業者  




5 国立社会保障・人口問題研究所ホームページ参照http：／／www．ipss．go．jp／pp－fuken／j／fuken2007／t－page．aSp  
6 総務省統計局政策統括官（統計基準担当）・統計研修所編［13］（2009）「世帯属性，定額給付金記入の有無別1世帯当たり1   
か月間の収入と支出」参照。   
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討が必要と思われる。（表5・6・7参照）   
4．おわりに  
4．1むすぴにかえて   
上限金利規制と総量規制は景気を悪化させる。失業者数を増加させる。   
具体的には，以下の5点にまとめることができる。  





Ⅳ．激変緩和に対応できない事態を考慮すれば，特に既存利用者に対する総量規制等は借り換え特   
例の実施とか適用除外する必要がある。  







法として，約束手形を高金利で割り引くよりは，貸金業者から資金調達する。」ところに存在意義が   













（3）推計結果   
2010年6月から改正貸金業法が完全実施されると，推計では上限金利規制に総量規制が合算さ  
















因となる。   
実際に，消費者金融サービス大手7社による貸付残高は2010年8月時点で，2005年までの約  
飴，000億円の約44％の約37，000億円まで減少している。新規成約率も56％から30％前後になって  
いる。   
事業者数も，1986年度全国で47，504社（財務局登録社数1，147，都道府県登録社数46，357）から  
減少し，特に，今回の改正法が成立した2006年度以降減少傾向が著しく2010年11月末では全国で   










要者はヤミ金融を短期資金として利用している可能性がある。   
これらの現実は，改正法の目的に反してヤミ金融の利用を増加させている傾向にあるといえる。  
7 金融庁ホームページ（2010）ー貸金業関係統計資料集一平成22年12月28日   
http：／／www．fsa．go．jp／status／kasikin／20101228／01．pdf   
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であるから，雇用者所得は，約40％小さくなる。   
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